別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：園芸特産物対策費　　　
	事業名:　がんばる園芸産地育成支援事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　農政部　農産園芸課　野菜・果樹特産係　電話番号：058-272-1111（内2865）

　　　　　　E-mail：c11423@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：2,500千円（前年度予算額：2,500千円）
	要求内容


	１　要求の内容


産地自らが地域・品目の特性に即して、当該産地の課題解決と活性化を図るための「産地活性化計画」を策定し、同計画に掲げた目標の達成に向けて行う産地ごとの自主的かつ独創的な各種取組の実践について、地域・品目を絞って重点的に支援する。
・リーダー・オペレーター養成

・農地情報の収集・管理

・生産・販売活動強化
・産地活性化支援チームによる産地支援

	２　所要経費

	


（1） がんばる園芸産地育成支援推進　　500千円
（2） がんばる園芸産地育成支援補助　2,000千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	2,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,500

	要求額
	2,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,500

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	下記の品目について各事業対象が産地で実施する担い手対策（新規就農者の技術支援等）や、生産販売対策（単収品質向上技術の普及等）の取組を支援し、産地の活性化と出荷量拡大を図ります。

①夏秋トマト（事業対象：飛騨蔬菜出荷組合トマト部会）
②夏ほうれんそう（事業対象：飛騨蔬菜出荷組合ほうれんそう部会）　
③えだまめ（事業対象：ＪＡぎふえだまめ部会）

④かき（事業対象：大野町かき振興会）


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	①夏秋トマト
出荷量
	8,850t
（H22）
	　－

（H　）
	－
（H　）
	9,931t

（H23）
	12,000t

（H27）
	82.7％


	②夏ほうれんそう

出荷量
	7,200t
（H22）
	　－

（H　）
	－
（H　）
	7,627t

（H23）
	8,660t

（H27）
	88.0％


	③えだまめ

出荷量
	993t
（H22）
	　－

（H　）
	－
（H　）
	  988t

（H23）
	1,430t

（H27）
	69.0％


	④かき

出荷量
	1,576t
（H22）
	　－

（H　）
	－
（H　）
	1,676t

（H23）
	2,570t

（H27）
	65.2％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	　①夏秋トマト
　　栄養診断による肥培管理試験ほ設置、12月検討会（参加者370人）の開催予定。
　②夏ほうれんそう

　　6月下旬：高温時管理マニュアル作成・配布、説明会（参加者延480人）を開催。
　③えだまめ
　　7月11日：生産者と流通関係者との意見交換会（参加者50人）開催。
　④かき

　　受託組織育成に向け、経営体意向調査（調査対象500戸）を実施。


（平成24年度の成果）

	　①夏秋トマト
　　栽培管理の徹底等により、出荷量の増大、出荷時期の平準化が期待できます。

　②夏ほうれんそう

　　高温時の栽培管理の徹底により、夏場の出荷量増大が期待できます。

　③えだまめ
　　流通関係者との交流により、岐阜県産えだまめの認知度が高まり、ブランド化につながります。
　④かき
　生産者の意識向上が図られ、将来の産地維持に向けた取組が期待できます。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	近年、野菜・果樹の出荷量が減少傾向にある中、将来の既存産地の維持、拡大につながるため、事業の必要性は高いといえます。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　事業開始2年目の時点で、4品目中、3品目で出荷量が拡大しており、事業効果が現れています。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	年度毎に事業計画書を作成、事業内容を精査し、実施方法の効率化に努めています。


（今後の課題）

	当事業により産地の活動体制の確立、技術の実証が図られても、産地全体に拡大させるには、ハード事業の活用が必要となります。


（次年度の方向性）
	産地の縮小に歯止めをかけ、将来にわたって安定的に生産出荷するには、出荷量拡大に向けた産地の取組に対して、継続的な支援が必要です。


